
H25補 H28H27 H29 H30 R2R1 R3

拠点の立ち上げ支援、
ノウハウの分析

拠点等のノウハウの発信、
人材育成新技術の発掘

高度環境制御技術
雇用型生産管理技術 等

②次世代施設園芸拠点等のノウハウ
の分析 ・検証及び情報発信

③次世代施設園芸のポイント
となる技術の習得

モデル拠点等の
知見を再現可能
な形で普及

１０拠点の整備

静岡県・富山県・兵庫県・高
知県・大分県・宮崎県

拠点完成

北海道・宮城県・
埼玉県・愛知県
拠点完成
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①次世代施設園芸拠点 （モデル拠点）の整備

３つの課題を
解決できる持
続可能な施設
園芸の実践

他の施策との連携
（強い農業づくり交付金、産地パワーアップ事業、制度資金等）

高度環境制御装置等の導入

高度環境制御
装置等の普及

モニタリング装置
等の活用や
ハウスのリノベー
ションにも拡大（次世代施設園芸技術習得支援事業）

（データ駆動型農業の
実践体制づくり支援事業）

○次世代施設園芸事業の全体工程表

○ 基本的な方向としては、従来の勘と経験に基づく施設園芸から、環境制御型の施設園芸への転換を進めつつ、規模拡大を推進。

○ 次世代施設園芸拠点の運営の中で得られた知見・ノウハウを分析し情報発信することで、拠点以外にも再現可能な形で広く普及する
とともに、課題解決のカギとなる高度環境制御技術等の要素技術について、地域の実情に応じた技術習得を進めるための実証・研修
を進め、次世代施設園芸の取組拡大を推進。さらに、大宗を占める既存ハウスにおける取組も推進する必要。

○次世代施設園芸の推進方向（イメージ）

安定供給 所得向上と を実現する施設園芸の実装！！

４.次世代施設園芸の取組拡大に向けて（１） （推進方向）
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施設園芸の経営安定に向けた取組

➢ 耐候性ハウスの設置コスト低減
➢ 省エネによる燃油使用量削減

コ
ス
ト
ダ
ウ
ン

コ
ス
ト
ダ
ウ
ン

・高度環境制御技術による周年・計画生産

・雇用型生産管理技術・省力化技術による
規模拡大

・地域エネルギーの活用・省エネルギー化
によるエネルギーコストの低減

環境制御型施設園芸

従来型施設園芸

・加温設備を主体とした装備

・勘と経験に基づく栽培技術

・炭酸ガス発生装置や養液栽培装置の
導入

・温室環境の見える化、データを収集・
活用した栽培技術

次世代施設園芸モデル拠点

拠点の知見の展開し、
要素技術を普及！！

R4



○ 令和２年度より、次世代施設園芸拡大支援事業を見直し、我が国の施設園芸の大宗を占めるパイプハウスなどの従来型の既存ハウスも活用しな
がら、データを活用した施設園芸（スマートグリーンハウス）への転換を促進するため、生産性・収益向上につながる体制づくり、ノウハウの分析・情報
発信等の取組を支援。令和４年度より、新規就農者によるデータを活用した農業の実践に向けたメニューを拡充。

４．次世代施設園芸の取組拡大に向けて（２）（予算措置①）

ノウハウを分析・整理 研修会の開催

〇データ駆動型施設園芸に向けたノウ
ハウや施設設置コスト低減方策の分析・
整理等を支援

②スマートグリーンハウス展開推進

データ駆動型農業の実践・展開支援事業
【令和５年度予算額173（173）百万円】

生産者

施設園芸
機器メーカー

都道府県生産者団体

実需者

コンソーシアムの構成員

⚫環境モニタリング装置等から得られる
産地内の複数農業者のデータを収
集・分析し、生産性・収益向上に結
びつける体制づくり

➢ 農業者・企業・普及組織等による
体制構築

➢ データ収集・分析機器の活用
➢ 農業者の技術習得
➢ 既存ハウスのリノベーション 等

環境モニタ
リング装置

環境制御
装置

ハウスの
リノベーション
（かさ上げ）

⚫環境制御等の技術習得

①データ駆動型農業の体制づくり支援
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○ コンソーシアムによる技術の実証、研修等を実施。

コンソーシアムが実証の成果を各地域に普及

①生産性向上と規模拡大の加速化のための技術習得の仕組みづくり
（次世代施設園芸技術習得支援事業）

温室の低コスト化

※強い農業づくり交付金と連携

農地中間管理機構との連携

機構を介して、農地と施設を一
体的に集積する場合に重点支援

コンソーシアムの構成員

都道府県、市町村
（行政、試験研究機関、普及組織） 施設園芸機器ﾒｰｶｰ

生産者 実需者 生産者団体

○技術実証

農地中間管理機構

経営規模の拡大＋

低コスト化技術を活
用した実証温室の
整備も併せて支援

技術の実証・研修

生産性の向上

○実証温室での研修受入による技術習得

環境データの見える化・分析、
温室内の環境制御

高度環境制御技術

生産・作業計画の立案と要
員配置、従業員育成

雇用型生産管理技術

作業の自動化等により、少
人数で大規模な面積を管理

省力化技術

②次世代施設園芸拠点の成果に関する情報発信等を支援

持続的生産強化対策事業のうち
次世代施設園芸拡大支援事業

【令和元年度まで】

次
世
代
施
設
園
芸
の
面
的
拡
大
に
向
け
た
支
援
の
充
実



〇 次世代施設園芸拠点の10道県において、次世代施設園芸技術習得支援事業（平成29年度～令和元年度）に引き続き、令和２年度以降においても
各拠点の運営の中で得られた知見・ノウハウの分析・情報発信の取組を実施。

〇 令和２年度より、次世代施設園芸拠点の10道県に加え、対象範囲を既存のパイプハウスにも広げた、データを活用した農業の検証の取組が行われ
ており、令和４年度は16道府県（北海道・岩手県・山形県・茨城県・福井県・岐阜県・愛知県・大阪府・兵庫県・奈良県・香川県・高知県・福岡県・長崎
県・熊本県・大分県）20産地において取り組んだ。

データ駆動型農業の実践体制づくり支援（令和３年度）の実施地区

次世代施設園芸拠点のある道府県（地図上 で表示）

北海道（苫小牧市） 愛知県（豊橋市）

宮城県（石巻市） 兵庫県（加西市）

埼玉県（久喜市） 高知県（四万十町）

富山県（富山市） 大分県（九重町）

静岡県（小山町） 宮崎県（国富町）
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令和４年度の実施地区・実施協議会名（地図の 内の数字と対応）

1
北海道次世代施設園芸地域展開
コンソーシアム

11
南あわじ市三條スマート農業推進
協議会（兵庫県）

2
当別町農業総合支援センター
（北海道）

12
宇陀市伊那佐東部地区スマート農
業推進協議会（奈良県）

3
岩手県野菜トップモデル産地創造
推進協議会

13
14

かがわデータ駆動型農業技術導入
推進協議会

4
やまがた方式次世代施設園芸推進
協議会

15
高知県データ駆動型農業推進
協議会

5
茨城県次世代施設園芸
コンソーシアム

16 福岡県スマート農業推進協議会

6 福井県ICT施設園芸協議会 17
長崎県環境制御技術普及推進
協議会

7
海津冬春トマトビッグデータ
活用推進協議会（岐阜県）

18 （一社）熊本県野菜振興協会

8
飛騨夏秋トマトスマート農業協議会
（岐阜県）

19 大分県スマート農業推進協議会

9
西尾きゅうり産地内連携型データ
駆動施設園芸推進コンソーシアム
（愛知県）

20
大分市大葉スマート農業推進協議
会

10 大阪府スマート農業推進協議会



○ 強い農業づくり総合支援交付金 ○ 産地生産基盤パワーアップ事業
【令和５年度予算額 １２，０５２（１２，５６６）百万円】 【令和３年度補正予算額 ３０，６００百万円】

４．次世代施設園芸の取組拡大に向けて （２） （予算措置②）
○ これまでの勘と経験に頼った生産技術から、環境と生育のモニタリングに基づき、環境を的確にコントロールする生産技術

体系への転換をハード面から推進するため、強い農業づくり総合支援交付金や産地生産基盤パワーアップ事業で、低コスト耐
候性ハウスや環境制御装置等の導入を支援。

補助対象：
【産地基幹施設等支援タイプ】
集出荷貯蔵施設、農産物処理加工施設、生産技術高度化施設（低コスト耐
候性ハウス、高度環境制御栽培施設等）、小規模土地基盤整備、農作物被
害防止施設 等

優先枠の設定
・みどりの食料システム戦略の推進【15億円】
みどりの食料システム戦略に掲げる取組（化学農薬の低減、化学肥料の低
減、有機農業の拡大、ゼロエミッション化等）の推進に必要な施設の整備等を
支援。
・スマート農業の実践【８億円の内数】
データを活用して生産性の向上や農産物の高付加価値化を図るICTロボット
技術等のスマート技術の導入と、スマート技術を有効に活用するために必要
な施設の整備を一体的に支援（大規模スマート施設園芸の推進）。

交付率：
都道府県へは定額 （事業実施主体へは事業費の１／２、３／１０以
内等）

事業実施主体：
都道府県、市町村、農業者の組織する団体等

交付先：
国 ⇒ 都道府県 ⇒ 事業実施主体

補助対象：

［収益性向上対策］
産地生産基盤パワーアップ計画に基づき、高収益な作物・栽培体系への
転換を図る取組に必要な施設整備、機械や機器のリース導入等に要する
経費、改植に必要な経費、転換時に必要な資材導入等に要する経費等

［生産基盤強化対策］
① 後継者不在の既存ハウス等を新規就農者や担い手に継承する際に必
要となるハウスの再整備・改修や、内部設備の導入等に必要な経費
② 農業用ハウス等の新規就農者や担い手への斡旋・貸し付け等を推進す
る体制の整備、ニーズのマッチング等の取組に要する経費
（①の取組を実施する場合は②の取組を合わせて実施することが必須）
③ 栽培管理・労務管理等の技術を継承するための実証・研修等に必要な
取組に要する経費

交付率：
施設の整備・再整備・改修、内部設備の導入等は１／２以内 等

事業実施主体：
地域農業再生協議会等が作成する「産地生産基盤パワーアップ計画」に位

置づけられている農業者、農業者団体 等

交付先：
（整備事業）国 ⇒ 都道府県 ⇒ 事業実施主体
（基金事業）国 ⇒ 基金管理団体 ⇒ 都道府県 ⇒ 事業実施主体

環境制御盤 温度・日照等の環境制御 ヒートポンプ低コスト耐候性ハウス複合環境制御装置を備えた温室植物工場
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